
 

３ 土地利用関係法令の体系 

土地基本法は、国民に対して、前述の土地に関する基本理念を認識させるとともに、国

や地方公共団体にもその理念による行政を要請している。また、既に制定されているもの

も含め、法令・条例等はその理念に合致することが要請される。土地基本法はいわゆる宣

言法であり、同法自体が直接的に規制や誘導を行う法律ではないが、土地利用関係法令全

体を拘束し、その方向を定めるものとして、土地の分野での「基本法」となるものである。 

国土利用計画法は、個別行政分野ごとに定められている法律等からなる土地対策を総合

的に実施するため、 

① 国土を総合的かつ計画的に利用、保全するという土地利用の観点から、利用区分ご

との配分や利用の方向を定め、土地利用に関する長期目標となる国土利用計画制度 

② 個別規制法による地域区分を総合的に調整し、それらの上位先行計画として機能す

る図面表示を中心とする土地利用基本計画制度 

③ 地価の高騰を抑制するとともに、適正かつ合理的な土地利用を図るため、土地取引

に関して、許可制及び事前並びに事後の届出勧告制を導入する土地取引規制制度 

④ 土地の有効かつ適切な利用の観点から、まったく利用されていないか利用の程度の

低い土地の有効利用を促進する遊休土地制度 

を主な内容としている。 

都市計画法、自然公園法など個別の行政分野ごとの法律がそれぞれの目的をもって定め

られており、これら個別の法律と国土利用計画法とが機能し、全体として総合的かつ計画

的な土地利用が図られている。 

 



 

・県大規模土地利用事前指導要綱 ・道路法

・県ゴルフ場開発指導要綱 ・河川法

・砂防法

・

・自然公園法

・県立自然公園条例 ・

・県自然環境保全条例

・環境影響評価法 ・港湾法

・県環境影響評価条例 ・漁港漁場整備法

・浄化槽法

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律

・ ・都市計画法

・

・県産業廃棄物処理指導要綱

・水道法 ・（旧）宅地造成等規制法

・県給水施設等条例 ・建築基準法

・大気汚染防止法

・水質汚濁防止法

・ ・文化財保護法

・県文化財保護条例

・土壌汚染対策法

・騒音規制法

・振動規制法 ・県景観条例

・ ・消防法

・高圧ガス保安法

・ ・

・県生活環境の保全等に関する条例 ・火薬類取締法

・悪臭防止法 ・石油コンビナート等災害防止法

・ダイオキシン類対策特別措置法 ・温泉法（県温泉保護利用対策要綱）

・鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律 ・墓地、埋葬等に関する法律

・大規模小売店舗立地法

・農業振興地域の整備に関する法律 ・県商業まちづくりの推進に関する条例

・農地法 ・工場立地法

・森林法 ・県工業開発条例

・鉱業法

・採石法

・砂利採取法 ・国土調査法

・地すべり等防止法 ・国有財産法

・海岸法 ・公有地の拡大の推進に関する法律

・公有水面埋立法 ・市町村の開発指導要綱等

土地基本法

国土利用計画法

土地取引の目的
価格の審査

特定化学物質の環境への排出量の把握
等及び管理の改善の促進に関する法律

土砂災害警戒区域等における土砂
災害防止対策の推進に関する法律

土地利用の計画

 ・土地利用基本計画

土地利用に関する個別規制法令

急傾斜地の崩壊による災害の防止
に関する法律

特定工場における公害防止組織の整備
に関する法律

県猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群の水環境
の保全に関する条例

農地・林地関係

都市計画・建築関係

農地・林地・土木関係

液化石油ガスの保安の確保及び取引
の適正化に関する法律

 ・国土利用計画

自然保護・環境関係

国土利用計画法関係

遊休土地の利用
促進

土木関係

その他

文化財保護関係

県産業廃棄物等の処理の適正化に関す
る条例 県風致地区内における建築等の規

制に関する条例

 


